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COVID-19 :留意が必要な4つのシチュエーション

新型コロナウイルス感染症のもとでは、通常では想定しえないスケジュールの遅延、決算・監査上における
追加の対応が必要となる場合があり、関係各所との適切かつ頻繁なコミュニケーションが求められる

1 経理スタッフ、会計監査人とスケジュール確認ができているか？

• 決算や監査の進捗に遅延が発生する場合、今後の決算・監査スケジュールを再検討して監査報告書の提出日を再確認する
必要がある。

2 業績低迷により、余剰在庫や固定資産の稼働状況などに変化がないか？

3 事業再編を予定していないか？

• 新型コロナウイルス感染症に起因する事業活動の縮小や停止、将来キャッシュ・フローの悪化、将来の課税所得の見積りの
下振れの可能性等の影響により、企業が保有する資産の評価減や減損要否、あるいは引当金の設定について、より一層の
検討が必要となる可能性がある。

• 資金調達の困難等に直面している企業では、一部事業の売却や閉鎖、一時的・永久的な事業規模の縮小、あるいはリストラ
計画の検討ないし実施をしている場合がある。その場合、追加的な会計処理の検討が必要となる可能性がある。

4 各種契約の内容は把握しているか？

• 新型コロナウイルス感染症による不安定な取引状況やキャッシュ・フローの不足は、企業が財務制限条項に違反するリスクを
高める可能性がある。

• 既存契約の内容が変更されると、伴って会計処理の変更要否も検討する必要がある。
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COVID-19 :スケジュール確認の徹底

スケジュールに影響を与える可能性がある事項

会社への往査制限・在宅勤務による遅延が想定される

•対面でのコミュニケーションが制限されているため、適時に状況が掴みづらい。
•メールでのコミュニケーション以外にも電話、あるいはオンライン会議ツールの使用等による
タイムリーなコミュニケーションにより、きめ細やかな状況確認が必要である。

•状況に応じて、早め早めに監査報告書の提出日等を再確認する必要がある。

監査資料の原本確認が必要な場合がある

•監査に必要な証憑をPDF等の電子媒体で監査人が確認する場合、必要に応じて、監査人が
電子媒体に変換された文書の作成と管理に関する内部統制について評価・検討する、ある
いは企業への往査が可能になったタイミングで原本確認を行うなど、追加の手続を実施す
る可能性がある。

•事前に監査人に追加手続の有無を確認しておくことが望ましい。

残高確認状が適時に回収できない場合がある

•ロックダウン（都市封鎖）に伴い、海外に所在する金融機関や企業から確認状に対する回答
が得られない場合が想定される。

•決算・監査スケジュールを踏まえ、いつまで確認状の回収を続けるのか、どの時点で代替
的な手続を実施するのかなどを、事前に監査人と協議しておくことが望まれる。
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COVID-19 :資産の評価減・引当金の追加検討

貸借対象表項目の評価に留意が必要

棚卸資産の評価

•企業は、将来の販売価格の下落が予想される場合には、棚卸資産の評価減計上要否を検
討することが必要となる場合がある。

•棚卸資産の評価については、正味実現可能価額（将来販売時点の売価－見積追加製造原
価－見積販売経費）が取得原価を下回っている場合棚卸資産の評価減計上が必要となる。

金融資産の評価

• COVID-19の感染拡大が取引先、あるいは資金貸付先の財政状態に悪影響を及ぼしている
場合、企業は、貸倒引当金の設定要否を慎重に検討する必要がある。

•貸倒引当金の設定に当たり、可能な限り取引先、投資先の直近の財政情報を入手できるよ
うに、事前に相手先と交渉しておくことが望まれる。また直近の情報が入手できない場合の
対応策を、会計監査人と協議しておくことも必要と考えられる。

非金融資産の評価

• COVID-19の感染拡大により、固定資産の稼働率が下がっている場合などには、減損の兆
候判定を慎重に実施する必要がある。

•固定資産、使用権資産、のれんなどの減損テストについては、将来キャッシュ・フローの予
測を必要とする場合があるが、COVID-19 のパンデミックの前例のない性質に伴う不確実性
の結果として、企業は適切な仮定を選択し、信頼性の高い推定値を設定するという課題に
直面する可能性が高い。企業はすべての入手可能な情報を検討しているかと言う点につい
て、事前に会計監査人と合意をしておくことが望ましい。
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COVID-19 :事業再編計画・継続企業の前提
企業再編等を実施する場合には、そのタイミングや方法により追加の会計処理や開示が必要

具体的な再編計画が存在している場合

•具体的な再編計画を有しており、かつ当該計画の実施を開始する、もしくは主な内容を公表
することにより、再編の実施を周囲に合理的に期待させている場合、再編に要するコストを
引当金として計上しなければならない可能性がある。

•事業が現在の状態で即時売却可能であり、その売却が1年以内に完了する可能性が非常
に高い場合、売却処分予定の資産及び負債は、売却予定資産負債として分類・評価される
可能性がある。

再編計画の承認や実行が後発事象に該当する場合

• COVID-19の感染拡大を契機として、中間期末、または期末日以降に工場の閉鎖や人員削
減、その他重要な意思決定を行う場合、また得意先の倒産など重要な事象が生じた場合に
は、当該事項が後発事象として財務諸表に与える影響を慎重に判断する必要がある。

•監査人からは、客観的事実に基づく合理的な説明を求められることが想定されるため、再編
計画の承認、あるいは実行前に監査人へ会計処理、開示内容を相談することが望ましい。

事業の閉鎖等の際には継続企業の前提の検討が必要

•大幅な赤字や資金繰り悪化、またそれに伴う事業の閉鎖などで、継続企業の前提が崩れか
ねない場合には、経営者は継続企業の前提のもと財務諸表を作成することの適切性を検討
する必要がある。

•また、その判断に当たり、監査人から将来キャッシュフロー予測や、親会社がタイ子会社の
事業継続を保証するサポートレターなど、追加の資料を求められる可能性があるため、上記
のような事象がある場合には、早めの情報共有および協議が必要である。

6

3



COVID-19 :契約の内容

財務制限条項の有無に留意するとともに、契約内容に変更がある場合には会計処理の見直
し要否に留意

契約内容の再確認

•不安定な取引状況やキャッシュ・フローの不足は、企業が財務制限条項に違反するリスクを
高める可能性がある。その場合、企業は財務制限条項への抵触有無を慎重に検討し、当
該事項が関連する融資及びその他の負債の返済時期、財務報告日における負債の分類に
どのように影響するかを考慮する必要がある。

•仮に期末日以前に財務制限条項への抵触が発生し、期末日から12か月以内に返済を請求
する権利が貸主に与えられた場合、期末日以前に締結された契約で報告日から12か月を
超えて支払を延期する権利が企業に与えられていない限り、当該負債は企業の財務諸表
において流動負債として分類されるべきであると考えられる。

•一方、期末日以降に生じた抵触は開示後発事象となり、その影響が重要である場合には、
財務諸表において開示されるべきであると考えられる。

既存契約の内容が変更された場合

•経済活動の変化により、多くの企業が既存の契約や取り決めの条件を再交渉することにな
ると考えられる。例としては、顧客との契約、従業員との報酬契約、リース、多くの金融資産
および負債の条件などが考えられる。

•上記のような契約変更が生じた場合には、収益の計上タイミングや、引当金の設定、リース
資産の再計算など、追加の会計処理が必要となる可能性がある。
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COVID-19 :その他

より詳細な情報はDeloitteのWebsiteにも記載
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日系企業向けのDeloitteニュースレターサイト

https://www2.deloitte.com/th/en/pages/international-specialist-services/articles/jsg-
newsletter.html

Deloitte GｌobalのCOVID-19関連リリース
https://www2.deloitte.com/global/en/pages/about-deloitte/topics/combating-covid-19-with-
resilience.html



講師ご紹介

ご清聴いただきありがとうございました。ご質問等あれば、いつでもご
連絡ください

2005年監査法人トーマツ入所後、監査部門にて製造業、精密機器、石油・石炭、製薬業等の会計監査・
内部統制監査に関与、その後、コンサルティング部門へ異動し、海外進出・撤退助言サービスに従事

監査部門にて運送業・製造業の会計監査に従事しつつ、IFRS Advisory Groupのメンバーとして、
グローバル企業に対するIFRS導入支援、会計領域のPMO業務、決算期統一・決算早期化、海外子会社
の経営管理強化等、各種コンサルティング業務に従事

2018年、タイに赴任し、会計監査を中心としたコーディネーション業務を行っている

角田 敦 （すみた あつし）

Deloitte Touche Tohmatsu Jaiyos Audit Co., Ltd.
マネジャー／日本国公認会計士

- Mobile: 093-010-5190
- Email：atsumita@deloitte.com
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